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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被検者が段差上へ登攀したときの荷重に関する情報を受ける入力部と、
　前記入力部で受信された前記情報から取得される荷重の時間的変化に基づいて、前記被
検者の下肢筋力を評価する判定部とを備え、
　前記判定部は、前記荷重の時間的変化から、下肢筋力に関連する筋力パラメータを演算
し、前記筋力パラメータと下肢筋力の評価項目との間の関係についての予め定められたマ
ップを用いて、前記被検者の下肢筋力を評価する、下肢筋力評価装置。
【請求項２】
　前記筋力パラメータは、被検者の前記段差への登攀の際の、荷重の最大値、荷重の増加
率、および、測定開始から所定時間までの荷重の時間積分値の少なくとも１つを含む、請
求項１に記載の下肢筋力評価装置。
【請求項３】
　前記評価項目は、タイムドアップアンドゴーテスト（Timed Up and Go Test：ＴＵＧ）
、開眼片脚起立時間、足腰指数、および転倒率の少なくとも１つを含む、請求項１に記載
の下肢筋力評価装置。
【請求項４】
　前記段差上に設けられ、前記荷重を検出するための荷重検出部をさらに備える、請求項
１に記載の下肢筋力評価装置。
【請求項５】
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　前記段差の高さを変更するための、段差調整部をさらに備える、請求項１に記載の下肢
筋力評価装置。
【請求項６】
　前記段差調整部は、前記段差の高さを１０ｃｍ～４０ｃｍの間で変更できるように構成
される、請求項５に記載の下肢筋力評価装置。
【請求項７】
　前記判定部による評価結果を表示するための表示部をさらに備える、請求項１に記載の
下肢筋力評価装置。
【請求項８】
　段差の下に設けられた第１の荷重検出部と、
　前記段差上に設けられた第２の荷重検出部と、
　被検者が前記第１の荷重検出部と前記第２の荷重検出部との間を移動したときに、前記
第１および第２の荷重検出部で検出された荷重の時間的変化に基づいて、前記被検者の下
肢筋力を評価するように構成された制御装置とを備え、
　前記制御装置は、前記荷重の時間的変化から、下肢筋力に関連する筋力パラメータを演
算し、前記筋力パラメータと下肢筋力の評価項目との間の関係についての予め定められた
マップを用いて、前記被検者の下肢筋力を評価する、下肢筋力評価装置。
【請求項９】
　前記制御装置は、前記荷重の時間的変化として、前記第１の荷重検出部から前記第２の
荷重検出部への登攀の際の、前記第１および第２の荷重検出部の荷重差の時間的変化を用
いて前記被検者の下肢筋力を評価する、請求項８に記載の下肢筋力評価装置。
【請求項１０】
　段差の下に設けられ、第１の荷重検出部と第２の荷重検出部とを有する第１の荷重検出
装置と、
　前記段差上に設けられ、第３の荷重検出部と第４の荷重検出部とを有する第２の荷重検
出装置と、
　被検者が前記第１の荷重検出装置と前記第２の荷重検出装置との間を移動したときに、
前記第１から第４の荷重検出部で検出された荷重の時間的変化に基づいて、前記被検者の
下肢筋力を評価するように構成された制御装置とを備える、下肢筋力評価装置。
【請求項１１】
　前記第１の荷重検出部および前記第３の荷重検出部は、被験者の左脚の荷重変化を検出
し、
　前記第２の荷重検出部および前記第４の荷重検出部は、被験者の右脚の荷重変化を検出
する、請求項１０に記載の下肢筋力評価装置。
【請求項１２】
　被検者の下肢筋力を評価するための下肢筋力評価装置の制御方法であって、
　前記被検者が段差を登攀したときの前記段差にかかる荷重を測定するステップと、
　前記測定された荷重の時間的変化に基づいて、下肢筋力に関連する筋力パラメータを演
算するステップと、
　前記筋力パラメータと下肢筋力の評価項目との間の関係についての予め定められたマッ
プと、測定された前記筋力パラメータとを比較して、前記被検者の下肢筋力を評価するス
テップとを備える、下肢筋力評価装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下肢筋力評価装置およびその制御方法に関し、より特定的には、段差登攀時
の包括的発揮筋力の測定による移動歩行能力を評価する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　高齢化社会が到来し、高齢者の抱える疾病、障害あるいは不安が大きく社会問題として
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クローズアップされている。一般的に、加齢とともに、身体運動に関わる骨、筋肉、 関
節、神経などの「運動器」の疾患および機能不全が生じやすくなることが知られている。
【０００３】
　この運動器の機能低下によって歩行・移動能力が低下してしまうと、歩行中の転倒、お
よびそれによって生じる骨折などを招きやすくなる。そのため、転倒・骨折を避けるため
に閉じこもりがちとなり、日常生活での障害を伴う「運動器不安定症（Musculoskeletal 
Ambulation Disability Symptom Complex：ＭＡＤＳ）」となってしまう可能性がある。
【０００４】
　また、運動器障害は、気付かれないまま徐々に進行する傾向にある。このように運動器
の障害による要介護の状態や要介護のリスクの高い状態は、「運動器症候群（ロコモティ
ブシンドローム（Locomotive Syndrome））」とも称される。
【０００５】
　現在および将来にわたって高齢化社会が進むことから、運動器の機能低下を早期に発見
し、適切なリハビリテーションを行なうことによって、運動器不安定症となることを防止
することが必要である。
【０００６】
　このような、運動器障害は、主に下肢筋力の低下によって生じることが知られている。
そのため、いくつかの下肢筋力の測定技術および評価技術が提案されている。
【０００７】
　特開２００８－９２９７９号公報（特許文献１）は、被検者の体重を測定可能な載せ台
上で、被検者がしゃがみ姿勢から立ち姿勢へ移行した場合の、載せ台に対する荷重の最大
ピークまたは最大ピークの後に現れるピークと、荷重の最小ピークとに基づいて、被検者
の下肢筋力を測定するとともに、測定された被検者の体重と下肢筋力とから、被検者の下
肢筋力の評価値を算出する手法を開示する。
【０００８】
　また、特開２００７－１３０１９０号公報（特許文献２）、特開２００６－３４６４０
２号公報（特許文献３）および特開２００７－２６７７６６号公報（特許文献４）におい
ては、着座状態において下肢筋力を測定するための装置が開示される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００８－９２９７９号公報
【特許文献２】特開２００７－１３０１９０号公報
【特許文献３】特開２００６－３４６４０２号公報
【特許文献４】特開２００７－２６７７６６号公報
【特許文献５】特開２００１－２９３２９号公報
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】「運動器不安定症の評価方法」、北ら、日本整形外科学会雑誌８３（５
），３６１－３６８，２００９年５月
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　運動器不安定症（ＭＡＤＳ）は、筋力の低下に伴う移動歩行能力の悪化が主な要因であ
る。この移動歩行能力は、骨盤帯周囲筋を含めた下肢筋の包括的発揮筋力によってもたら
される。しかしながら、上記の特許文献２～４に示された筋力測定は、装置に身体を固定
し単一動作を行なった場合の筋力を測定するものであり、必ずしも包括的発揮筋力を測定
するものではなかった。
【００１２】
　また、運動器不安定症（ＭＡＤＳ）は、一般的に、運動機能低下をきたす特定の疾患の
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既往があるかまたは罹患しているか否か、ならびに、日常生活自立度および運動機能の評
価により診断される。このうち、運動機能の評価基準としては、「開眼片脚起立時間」お
よび「タイムドアップアンドゴーテスト（Timed Up and Go Test：ＴＵＧ）」が一般的に
用いられる。しかしながら、診断においてはこれらの複数のテストを行なう必要がある。
【００１３】
　特開２００８－９２９７９号公報（特許文献１）においては、被検者がしゃがみ姿勢か
ら立ち姿勢へ移行した場合の荷重のピークに基づいて、下肢筋力を評価しているが、移動
歩行能力に必要な筋力を評価するものではなく、その評価において、運動器不安定症（Ｍ
ＡＤＳ）に運動機能評価として用いられる「開眼片脚起立時間」および「ＴＵＧ」との関
連については考慮されていなかった。
【００１４】
　本発明は、このような課題を解決するためのものであって、その目的は、簡便な手法を
用いて被検者の移動歩行能力に必要な下肢筋力の評価を行なうことである。より具体的に
は、運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の診断に用いられる運動機能の評価テストに関連する評
価値を簡便に取得するための装置および方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明による下肢筋力評価装置は、被検者が段差上へ登攀したときの荷重に関する情報
を受ける入力部と、入力部で受信された情報から取得される荷重の時間的変化に基づいて
、被検者の下肢筋力を評価する判定部とを備える。
【００１６】
　好ましくは、判定部は、荷重の時間的変化から、下肢筋力に関連する筋力パラメータを
演算し、筋力パラメータと下肢筋力の評価項目との間の関係についての予め定められたマ
ップを用いて、被検者の下肢筋力を評価する。
【００１７】
　好ましくは、筋力パラメータは、被検者の段差への登攀の際の、荷重の最大値、荷重の
増加率、および、測定開始から所定時間までの荷重の時間積分値の少なくとも１つを含む
。
【００１８】
　好ましくは、評価項目は、タイムドアップアンドゴーテスト（Timed Up and Go Test：
ＴＵＧ）、開眼片脚起立時間、足腰指数、および転倒率の少なくとも１つを含む。
【００１９】
　好ましくは、段差上に設けられ、荷重を検出するための荷重検出部をさらに備える。
　好ましくは、段差の高さを変更するための、段差調整部をさらに備える。
【００２０】
　好ましくは、段差調整部は、段差の高さを１０ｃｍ～４０ｃｍの間で変更できるように
構成される。
【００２１】
　好ましくは、判定部による評価結果を表示するための表示部をさらに備える。
　本発明の他の局面においては、下肢筋力評価装置は、段差の下に設けられた第１の荷重
検出部と、段差上に設けられた第２の荷重検出部と、被検者が第１の荷重検出部と第２の
荷重検出部との間を移動したときに、第１および第２の荷重検出部で検出された荷重の時
間的変化に基づいて、被検者の下肢筋力を評価するように構成された制御装置とを備える
。
【００２２】
　好ましくは、制御装置は、第１の荷重検出部から第２の荷重検出部への登攀の際の、第
１および第２の荷重検出部の荷重差に基づいて被検者の下肢筋力を評価する。
【００２３】
　本発明のさらに他の局面においては、下肢筋力評価装置は、段差の下に設けられ第１の
荷重検出部と第２の荷重検出部とを有する第１の荷重検出装置と、段差上に設けられ第３
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の荷重検出部と第４の荷重検出部とを有する第２の荷重検出装置と、被検者が第１の荷重
検出装置と第２の荷重検出装置との間を移動したときに、第１から第４の荷重検出部で検
出された荷重の時間的変化に基づいて、前記者の下肢筋力を評価するように構成された制
御装置とを備える。
【００２４】
　好ましくは、第１の荷重検出部および第３の荷重検出部は、被験者の左脚の荷重変化を
検出する。第２の荷重検出部および第４の荷重検出部は、被験者の右脚の荷重変化を検出
する。
【００２５】
　本発明による下肢筋力評価装置の制御方法は、被検者が段差を登攀したときの段差にか
かる荷重を測定するステップと、測定された荷重の時間的変化に基づいて、下肢筋力に関
連する筋力パラメータを演算するステップと、筋力パラメータと下肢筋力の評価項目との
間の関係についての予め定められたマップと、測定された筋力パラメータとを比較して、
被検者の下肢筋力を評価するステップとを備える。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、簡便な手法を用いて被検者の下肢筋力の評価を行なうことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本実施の形態に従う下肢筋力評価装置の概要を説明するための全体ブロック図で
ある。
【図２】本実施の形態に従う下肢筋力評価装置における測定の際の被検者の動作を説明す
るための図である。
【図３】荷重検出部で検出される荷重の時間的変化を説明するための図である。
【図４】下肢筋力の評価値としてのＴＵＧと、筋力パラメータとの関係を示すグラフであ
る。
【図５】下肢筋力の評価値としての開眼片脚起立時間と、筋力パラメータとの関係を示す
グラフである。
【図６】下肢筋力の評価値としての足腰指数と、筋力パラメータとの関係を示すグラフで
ある。
【図７】下肢筋力の評価値としての転倒率と、筋力パラメータとの関係を示すグラフであ
る。
【図８】本実施の形態において、制御部で実行される制御を説明するための機能ブロック
図である。
【図９】本実施の形態において、制御部で実行される処理の詳細を説明するためのフロー
チャートである。
【図１０】本実施の形態に従う下肢筋力評価装置の変形例１を説明するための全体ブロッ
ク図である。
【図１１】図１０に示される下肢筋力評価装置における、２つの荷重検出部で検出される
荷重の時間的変化を説明するための図である。
【図１２】本実施の形態に従う下肢筋力評価装置の変形例２を説明するための全体ブロッ
ク図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下において、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。な
お、図中の同一または相当部分については、同一符号を付してその説明は繰り返さない。
【００２９】
　図１は、本発明の実施の形態に従う下肢筋力評価装置１００の概要を説明するための全
体ブロック図である。
【００３０】
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　図１を参照して、下肢筋力評価装置１００は、荷重検出部１１０と、段差調整部１２０
と、スイッチ１５０と、制御装置１６０とを備える。制御装置１６０は、たとえば、汎用
のパーソナルコンピュータをベースとする機器であり、表示部１３０と、操作部１４０と
、制御部３００とを含む。なお、制御装置１６０は、表示部１３０、操作部１４０および
制御部３００が一体的に形成された専用の機器であってもよい。
【００３１】
　荷重検出部１１０は、たとえば、体重計やフォースプレートのように、ロードセルある
いは圧電素子などを用いて、機器上に載せられた物体あるいは被検者の荷重（床反力）に
対応した信号を生成する。荷重検出部１１０は、検出された荷重についての情報ＬＯＡＤ
を制御装置１６０へ出力する。
【００３２】
　荷重検出部１１０は、段差調整部１２０上に配置される。段差調整部１２０は、床面か
ら荷重検出部１１０までの高さＨＧＴを調整するための機器である。段差調整部１２０は
、たとえば、電動、油圧・空圧、または機械式に動作可能なジャッキであり、操作者によ
るハンドルなどの手動操作や制御装置１６０からの駆動指令によるアクチュエータの動作
により高さの調整が可能である。
【００３３】
　段差調整部１２０で変化することのできる段差の高さＨＧＴは、たとえば、限定はされ
ないが１０ｃｍ～４０ｃｍであり得る。また、段差の高さＨＧＴは、階段等の公共施設で
用いられる１０ｃｍ～２０ｃｍとし、高齢者でも躓きにくいものとすることがより好まし
い。
【００３４】
　なお、段差の高さＨＧＴは、連続的に変化できるようにしてもよいし、たとえば、５ｃ
ｍごとのような特定のピッチで変化できるようにしてもよい。また、段差調整部１２０は
、固定寸法のスペーサであってもよい。
【００３５】
　スイッチ１５０は、下肢筋力評価装置１００における測定の開始および停止を指示する
ためのスイッチである。スイッチ１５０は、操作者または被検者により操作され、スター
ト信号ＳＲＴおよび終了信号ＥＮＤを制御装置１６０へ出力する。
【００３６】
　なお、スイッチ１５０は必ずしも必須な構成ではなく、制御装置１６０に含まれる操作
部１４０の操作によって測定が開始されるようにしてもよい。あるいは、荷重検出部１１
０による荷重の検出に基づいて、自動的に測定が開始されるようにしてもよい。
【００３７】
　操作部１４０は、たとえばキーボードやマウスに代表されるデータ入力用の操作機器で
ある。操作部１４０はユーザにより操作され、たとえば、被検者に関する情報（ＩＤ番号
、年齢、性別、身長など）が入力される。操作部１４０は、入力された情報ＩＮＰを制御
部３００に出力する。
【００３８】
　表示部１３０は、操作者に対して、さまざまな情報を視覚的に通知するための表示機器
である。表示部１３０としては、ＣＲＴやＬＣＤのような表示パネルが用いられる。表示
部１３０は、制御部３００からの制御信号ＤＳＰに従って、操作部１４０によって入力さ
れたデータや後述する評価値の演算結果などを表示する。また、表示部１３０は、システ
ムの状態や異常に関する情報も表示する。
【００３９】
　なお、表示部１３０がタッチパネル式のような操作機能を兼ね備えたものである場合に
は、表示部１３０と操作部１４０とが一体に形成される。
【００４０】
　制御部３００は、いずれも図１には図示しないがＣＰＵ（Central　Processing　Unit
）、記憶装置および入出力バッファを含み、各機器からの信号の入力や各機器への制御信
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号の出力を行なう。また、制御部３００は、後述するように、荷重検出部１１０からの荷
重情報ＬＯＡＤに基づいて、被検者の下肢筋力に関連するパラメータ（以下、「筋力パラ
メータ」とも称する。）を演算するとともに、予め記憶された情報に基づいて、被検者の
下肢筋力の評価値を演算する。なお、これらの制御については、ソフトウェアによる処理
に限られず、専用のハードウェア（電子回路）で処理することも可能である。
【００４１】
　上述のように、運動器不安定症（ＭＡＤＳ）は、下肢筋力の低下に伴う移動歩行能力の
悪化によって引き起こされる。一般的には、下肢筋力が低下すると、長い時間の歩行が困
難になったり、階段などの段差の昇降が困難になったりする。
【００４２】
　運動器不安定症（ＭＡＤＳ）を診断するためには、被検者の有する下肢筋力を測定・評
価することが必要とされる。先行技術として挙げた文献のように、下肢筋力の測定するた
めのいくつかの手法および装置が提案されている。しかしながら、これら提案されている
下肢筋力測定手法の多くは、単一の動作による特定の部分の筋力を測定するものであった
。日常生活における動作は、通常、下肢全体の筋力を用いて行なわれるので、このような
特定の筋力の測定結果は、必ずしも下肢全体の筋力を表わすものではない。また、上記の
提案されている手法のうちの特定の手法においては、比較的大規模かつ高価な装置が必要
となるので、小規模の病院への導入が困難である場合があった。
【００４３】
　現在の運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の評価には、上述のように「ＴＵＧ」および「開眼
片脚起立時間」が用いられており、その関連性については、これまで多くの文献等により
その有効性が示されている。
【００４４】
　「ＴＵＧ」は、肘掛付きの椅子に腰かけた状態から立ち上がり、３ｍを心地よい速さで
歩き、折り返してから再び着座するまでの所要時間によって移動歩行能力を評価するもの
である。また、「開眼片脚起立時間」は、下肢筋力をバランス能力として評価するもので
あり、眼を開き、片脚を床から５ｃｍ程度あげた状態で、バランスを崩さずに継続して立
っている時間を測定する手法である。
【００４５】
　一方で、上述の「ＴＵＧ」および「開眼片脚起立時間」などの評価手法と踏み台昇降能
力との関連性が、たとえば、「運動器不安定症の評価方法」、北ら、日本整形外科学会雑
誌８３（５），３６１－３６８，２００９年５月（非特許文献１）において示されている
。
【００４６】
　運動器不安定症（ＭＡＤＳ）によって生じる高齢者の転倒やそれに起因する骨折などは
、日常生活における階段等の昇降時やちょっとした段差についての躓きが大きな要因であ
ることが知られている。そのため、移動歩行能力の基盤となる段差登攀時の下肢筋力を評
価することによって、運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の診断の精度を向上させることが期待
できる。
【００４７】
　そこで、本実施の形態においては、図１に示す下肢筋力評価装置１００を用いて、段差
登攀時における床反力の時間的変化により被検者の下肢筋力を評価し、「運動器不安定症
（ＭＡＤＳ）」および「運動器症候群」の診断を行なう手法を説明する。
【００４８】
　なお、本明細書において「登攀」の語句は、手すり等を介さずに昇段する場合に加えて
、たとえば高齢者などが手すりや杖などの補助具を用いて昇段する場合、および、介助者
の援助を伴って昇段する場合を含むことを意味するものとする。
【００４９】
　図２は、図１の下肢筋力評価装置１００における、測定の際の被検者の動作を説明する
ための図である。
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【００５０】
　被検者は、まず、図１に示した荷重検出部１１０の近傍において、両足で床面に起立姿
勢をとる。そして、測定開始の合図を受けると、被検者は図２の左図のように、段差上の
荷重検出部１１０にゆっくりと片脚を載せ、その後荷重検出部１１０の上面を踏み込みな
がら体重移動をして、荷重検出部１１０の段差を登攀する。そして、被検者は、図２の右
図のように荷重検出部１１０上で再び起立姿勢をとって静止する。荷重検出部１１０で検
出される荷重ＬＯＡＤが整定したことに応じて測定が終了する。
【００５１】
　このような段差登攀動作を、数回（たとえば、２～３回）繰り返し、各登攀動作時の荷
重の時間変化を記録する。また、必要に応じて、段差調整部１２０によって段差高さを変
化させて、同様の測定を実行する。
【００５２】
　図３は、図２のような被検者の段差登攀動作時に、荷重検出部１１０で測定される荷重
（床反力）の一例を示す図である。
【００５３】
　図１および図３を参照して、まず、測定における一般的な荷重の変化を説明する。時刻
ｔ１０において測定の開始が合図されると、被検者は床面から荷重検出部１１０への登攀
を開始する。そして、時刻ｔ１１から荷重検出部１１０で検出される床反力が増加し始め
る。
【００５４】
　その後、時刻ｔ１３にて、床面から段差上へと体重が移動し、床反力が最大値を示す。
このとき、段差上へ登攀するための踏込み力によって、ピーク圧は、被検者の体重よりも
大きくなる。そして、被検者が静止姿勢をとることによって、床反力が被検者の体重に向
かって徐々に整定する。
【００５５】
　このような段差登攀時の荷重変動において、下肢筋力の低下は、以下のような影響をお
よぼし得る。
【００５６】
　高齢者のように下肢筋力が低下すると、すばやい動作が徐々に困難になる傾向がある。
そのため、下肢筋力が低下している場合、測定開始から実際に登攀が開始されるまでの反
応時間Ｔ１や、登攀が完了しピーク圧に到達するまでの時間Ｔ３が、下肢筋力が低下して
いない場合に比べて長くなり得る。
【００５７】
　また、下肢筋力が低下している場合には、バランスを保つことが困難になる場合がある
ので、段差の登攀完了後の静止姿勢をすぐにとることができず、測定される床反力が整定
するまでの時間Ｔ４が長くなり得る。
【００５８】
　さらに、段差の登攀に要する時間が長くなることから、床反力の増加率（すなわち、荷
重の微分値）が低くなる。すなわち、たとえば、床反力が被検者の体重の８０％に到達す
るまでの立ち上がり時間Ｔ２が長くなり得る。
【００５９】
　荷重の大きさについては、下肢筋力が低下している場合には、登攀時に段差を踏み込む
力が弱くなるため、測定される床反力のピーク圧は低くなる。
【００６０】
　したがって、図３に示された上述のような時間や荷重、およびそれらを適宜組み合わせ
たものを「筋力パラメータ」として定義することで、この筋力パラメータの大きさによっ
て下肢筋力の大きさを表わすことが可能である。すなわち、「筋力パラメータ」とは、下
肢筋力を評価する際に用いる基準となる変数である。
【００６１】
　また、筋力パラメータとして、図３においてハッチングで示されるように、測定開始か
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ら所定の時間までの、時間にわたる荷重の積分値を用いることも可能である。この所定の
時間については、着目する被検者の動作に応じて適宜選択可能であり、たとえば、図３の
ように床反力が被検者の体重に整定するまでの時間Ｔ４としてもよいし、ピーク圧が生じ
るまでの時間Ｔ３としてもよい。
【００６２】
　あるいは、図３において、測定開始時（時刻ｔ１０）の床反力（＝０）と、測定完了時
（時刻ｔ１４）における床反力（体重）とを結んだ直線Ｌ１０よりも大きくなる床反力を
積分したものを筋力パラメータとして採用してもよい。この直線Ｌ１０は、測定開始から
測定完了までの時間内に、一定の割合で床反力が変化するように段差上へ移動したような
仮想的な場合を表わす線であり、言い換えれば、直線Ｌ１０より下方の床反力の積分値は
、段差を登攀する際に最低限必要となる下肢筋力を表わす指標であると考えることもでき
る。そのため、この直線Ｌ１０を上回る床反力の積分値を筋力パラメータとして採用する
ことで、被検者の有する下肢筋力の評価が可能となる。
【００６３】
　上記のような筋力パラメータを用いて下肢筋力を評価するための評価値としては、たと
えば、運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の診断に用いられる「ＴＵＧ」（図４）および「開眼
片脚起立時間」（図５）、ならびに、「足腰指数」（図６）や「転倒率」（図７）のうち
の少なくとも１つが含まれる。
【００６４】
　「ＴＵＧ」は、上述のように、肘掛付きの椅子に腰かけた状態から立ち上がり、３ｍを
心地よい速さで歩き、折り返してから再び着座するまでの所要時間によって移動歩行能力
を評価するものである。そのため、図４の曲線Ｗ３０に示されるように、下肢筋力が大き
くなる方向に筋力パラメータが変化するにつれて所要時間は短くなり、下肢筋力が低下す
ると所要時間が長くなる傾向になる。
【００６５】
　多数の被検者に対してＴＵＧを行なった結果に基づいて、この図４に示されるような筋
力パラメータとの関係を示すマップを予め作成しておくことによって、実際にＴＵＧを実
施しなくても、所定の段差を登攀する際の床反力の時間的変化の測定から演算される筋力
パラメータを用いて、被検者の下肢筋力を評価することが可能になる。
【００６６】
　「開眼片脚起立時間」は、眼を開き、片脚を床から５ｃｍ程度あげた状態で、バランス
を崩さずに継続して立っている時間を測定し、下肢筋力をバランス能力として評価するも
のである。したがって、図５の曲線Ｗ４０のように、起立時間は、下肢筋力が低下するに
つれて短くなる傾向になる。
【００６７】
　「足腰指数」は、運動器症候群を診断するために用いられる評価指数であり、被検者に
よる所定の質問票に記載された各質問に対する回答を点数化し、全質問についての点数の
加算結果によって運動器症候群の重症度を評価するものである。足腰指数の点数が大きい
ほど症状が重くなる。そのため、図６の曲線Ｗ５０に示されるように、下肢筋力が低下す
るにつれて点数が高くなる傾向になる。
【００６８】
　「転倒率」は、たとえば、ある母集団における過去１年間の転倒回数を、その母集団の
人数で除算したものとして定義される。下肢筋力が低下すると、自身の体を支える力が弱
まってしまう。そのため、転倒率と下肢筋力との関係は、図７の曲線Ｗ６０のように、下
肢筋力が低下するにつれて転倒率が増加する傾向になる。
【００６９】
　「開眼片脚起立時間」、「足腰指数」および「転倒率」についても、多くの被検者のデ
ータに基づいて、図５～図７のようなマップを予め作成しておくことによって、図１に示
したようなシステムを用いて取得した段差登攀動作時の筋力パラメータを用いて、運動器
不安定症（ＭＡＤＳ）および運動器症候群の診断を容易にすることが可能となる。なお、
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上記の各マップは、段差の高さに応じて異なるマップが設定される。
【００７０】
　上述の非特許文献１において示されているように、各評価値と踏み台昇降能力との間に
は有意な関連性がある。そのため、筋力パラメータを適切に設定することによって、所定
の段差を登攀する単純な動作に基づいて、被検者の下肢筋力を評価することができる。
【００７１】
　なお、下肢筋力を評価する評価項目としては、上述の「ＴＵＧ」、「開眼片脚起立時間
」、「足腰指数」および「転倒率」には限られず、たとえば「要介護度」のような他の評
価項目を採用することもできる。この場合にも、図４～図７に示されるような筋力パラメ
ータと評価指標との相関関係を、事前に実験等によって設定しておくことで、段差登攀動
作に基づいて、下肢筋力を評価することができる。
【００７２】
　図８は、本実施の形態において、制御部３００で実行される制御を説明するための機能
ブロック図である。図８の機能ブロック図に記載された各機能ブロックは、制御部３００
によるハードウェア的あるいはソフトウェア的な処理によって実現される。
【００７３】
　図８を参照して、制御部３００は、入力部３１０と、タイマー部３２０と、演算／判定
部３３０と、記憶部３４０と、表示制御部３５０とを含む。
【００７４】
　入力部３１０は、スイッチ１５０からの開始信号ＳＴＲＴおよび終了信号ＥＮＤ、荷重
検出部１１０からの荷重情報ＬＯＡＤ、および操作部１４０において入力された入力情報
ＩＮＰを受ける。入力部３１０は、受信したこれらの情報を、タイマー部３２０および演
算／判定部３３０へ出力する。
【００７５】
　タイマー部３２０は、開始信号ＳＴＲＴに基づいて、測定開始からの時間を管理する。
タイマー部３２０は、演算／判定部３３０からの要求に応じて、図３で説明したような反
応時間Ｔ１等の時間情報ＴＩＭを演算／判定部３３０へ出力する。また、タイマー部３２
０は、測定開始から整定完了までの荷重の積分におけるサンプリングのタイミングを、演
算／判定部３３０へ提供する。
【００７６】
　演算／判定部３３０は、入力部３１０からの情報、およびタイマー部３２０からの時間
情報ＴＩＭに基づいて、図３で説明したような被検者についての筋力パラメータを演算す
る。そして、演算／判定部３３０は、図４～図７で説明したような、記憶部３４０に予め
記憶された下肢筋力を評価するための評価値のマップと、演算により求めた被検者の筋力
パラメータとを比較して、被検者についての下肢筋力の評価値を決定する。
【００７７】
　演算／判定部３３０は、当該被検者に関する情報とともに、演算結果ＲＳＬＴを記憶部
３４０へ記憶する。そして、演算／判定部３３０は、演算結果ＲＳＬＴを表示制御部３５
０へ出力する。なお、このとき、当該被検者についての過去の演算結果が記憶部３４０に
記憶されている場合には、演算／判定部３３０は、被検者の過去の結果についても表示制
御部３５０へ出力するようにして、被検者についての経時的な変化を表示させてもよい。
【００７８】
　表示制御部３５０は、被検者に関する情報および決定された被検者の下肢筋力評価値を
含む演算結果ＲＳＬＴを、演算／判定部３３０から受ける。表示制御部３５０は、これら
の情報に基づいて制御信号ＤＳＰを生成し、表示部１３０へ所定のデータを表示させる。
【００７９】
　図９は、制御部３００で実行される処理の詳細を説明するためのフローチャートである
。図９に示すフローチャート中の各ステップについては、制御部３００に予め格納された
プログラムが所定周期でメインルーチンから呼び出されて実行されることによって実現さ
れる。あるいは、一部のステップについては、専用のハードウェア（電子回路）を構築し
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て処理を実現することも可能である。
【００８０】
　図１および図９を参照して、制御部３００は、システムが起動されると、ステップ（以
下、ステップをＳと略す。）１００において、初期化処理を実行する。この初期化処理に
は、制御処理における変数等を初期状態に設定することだけでなく、たとえば、操作者に
よって入力された被検者に関する情報に基づいた記憶部３４０（図８）に記憶された被検
者の過去の測定記録の表示や、段差調整部１２０の段差の高さＨＧＴに応じた評価値のマ
ップの選択などが含まれる。
【００８１】
　その後、制御部３００は、Ｓ１１０にて、たとえば、スイッチ１５０からの開始信号Ｓ
ＴＲＴによって、測定が開始されたか否かを判定する。測定が開始されていない場合（Ｓ
１１０にてＮＯ）は、処理がＳ１１０に戻されて、制御部３００は測定が開始されるのを
待つ。
【００８２】
　測定が開始された場合（Ｓ１１０にてＹＥＳ）は、Ｓ１２０へ処理が進められ、制御部
３００は、被検者の荷重検出部１１０への登攀動作中における荷重検出部１１０からの荷
重情報ＬＯＡＤによって床反力を測定する。測定された床反力のデータは、制御部３００
の一時バッファ（図示せず）に記憶される。
【００８３】
　そして、制御部３００は、Ｓ１３０にて、測定された床反力が整定したか否かを判定す
る。床反力が整定したか否かは、荷重の時間変動が所定の範囲内となる状態が一定時間継
続したことによって判断される。
【００８４】
　床反力が整定していない場合（Ｓ１３０にてＮＯ）は、処理がＳ１２０に戻され、測定
データが整定するまで床反力の測定を継続する。
【００８５】
　床反力が整定した場合（Ｓ１３０にてＹＥＳ）は、処理がＳ１４０に進められて、制御
部３００は、一時バッファに蓄えられている測定データを、図８で示した記憶部３４０へ
記憶させる。そして、制御部３００は、Ｓ１５０にて測定回数をカウントアップする。
【００８６】
　その後、制御部３００は、Ｓ１６０にて、カウントした測定回数が予め定められた所定
回数に到達したか否か、すなわち、所定回数の測定が完了したか否かを判定する。
【００８７】
　所定回数の測定が完了していない場合（Ｓ１６０にてＮＯ）は、処理がＳ１１０に戻さ
れて、上述したＳ１１０からＳ１５０までの処理を繰り返す。なお、この所定回数は、必
ずしも複数回であることは必要ではなく１回の測定とすることも可能であるが、被検者の
動作状態によっては不適切な測定データとなってしまうおそれがある。そのため、たとえ
ば、２～３回程度の測定を実行し、得られた測定データを平均化したり、あるいは、異常
と推定されるデータを含む測定データを排除したりすることによって、取得したデータの
精度を向上させることが望ましい。また、測定については、左右の脚について個別に実行
する。すなわち、段差の登攀を開始する際に最初に段差上に配置する脚が右の場合と、左
の場合について測定を実行する。
【００８８】
　所定回数の測定が完了した場合（Ｓ１６０にてＹＥＳ）は、処理がＳ１７０に進められ
る。なお、任意的に、操作者による指示によって、所定回数の測定が完了していない場合
であっても測定を完了させてＳ１７０へ進めるようにしてもよい。
【００８９】
　Ｓ１７０では、制御部３００は、測定されたデータに基づいて、図３で説明したような
筋力パラメータを演算する。そして、制御部３００は、演算により求めた筋力パラメータ
に基づいて、上述の図４～図７に示したマップを用いて各評価値を算出する。



(12) JP 6234079 B2 2017.11.22

10

20

30

40

50

【００９０】
　そして、制御部３００は、Ｓ１８０にて、Ｓ１７０で演算した評価値を、当該被検者の
過去の評価結果等とともに表示部１３０へ表示する。
【００９１】
　以上のような処理に従って制御を行なうことによって、段差を登攀するという、被検者
の簡便な動作によって被検者の下肢筋力の評価を行なうことができる。特に、従来から行
なわれている運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の診断手法の結果と関連付けられたマップを用
いて評価することによって、段差登攀動作時の荷重変化の測定結果を用いて、従来手法に
よる診断結果を容易に推定することが可能となる。
【００９２】
　そして、このような比較的シンプルな構成の装置を用いて、簡便な手法で下肢筋力の評
価が実行できるので、小規模の病院においても導入が容易となり、また高齢者でも容易に
被検者となることができる。これによって、より多くの人についての下肢筋力の状態を把
握することができるので、適切なリハビリを早期に行なうことができ、下肢筋力低下に伴
う転倒や骨折などを予防することが可能となる。
【００９３】
　［変形例１］
　図１０は、本実施の形態に従う下肢筋力評価装置の他の例を説明するための全体ブロッ
ク図である。図１０における下肢筋力評価装置１００Ａは、図１に示した下肢筋力評価装
置１００と比べて、２つの荷重検出部１１０Ａ，１１０Ｂが設けられる点が異なっている
。なお、図１０において、図１と重複する要素の説明は繰り返さない。
【００９４】
　図１０を参照して、荷重検出部１１０Ａは床面に設置される。また、荷重検出部１１０
Ｂは、床面に設けられた段差調整部１２０上に設置される。荷重検出部１１０Ａ，１１０
Ｂは、図１の荷重検出部１１０と同様に、機器上に載せられた物体あるいは被検者の荷重
を検出し、検出した荷重情報ＬＯＡＤ１，ＬＯＡＤ２をそれぞれ制御部３００へ出力する
。
【００９５】
　この変形例においては、被検者は、まず荷重検出部１１０Ａの上で静止し、その後、段
差が設けられた荷重検出部１１０Ｂへと登攀動作を行なう。そして、制御部３００は、被
検者の登攀動作中の、荷重検出部１１０Ａ，１１０Ｂによる荷重変化を測定する。
【００９６】
　図１１に、図１０に示される下肢筋力評価装置１００Ａにおける、２つの荷重検出部１
１０Ａ，１１０Ｂで検出される荷重の時間的変化を示す。図１１において、破線の曲線Ｗ
１０は荷重検出部１１０Ａの荷重変化を示し、実線の曲線Ｗ２０は荷重検出部１１０Ｂの
荷重変化を示す。
【００９７】
　このように、２つの荷重検出部を用いて、段差登攀時の、段差の下段にかかる荷重と段
差の上段にかかる荷重とを測定することによって、被検者の体重移動についての情報をさ
らに取得して筋力パラメータとして選択することができる。
【００９８】
　たとえば、段差上段における荷重ＬＯＡＤ２と段差下段における荷重ＬＯＡＤ１との差
Δや、段差上段における荷重ＬＯＡＤ２と段差下段における荷重ＬＯＡＤ１との大小関係
が逆転する点（図１１中の点Ｐ１）に到達するまでの時間Ｔ５、または段差上段における
荷重ＬＯＡＤ２と段差下段における荷重ＬＯＡＤ１との和（合力）などを、筋力パラメー
タとして採用することができる。
【００９９】
　また、図１０に示した下肢筋力評価装置１００Ａにおいては、段差の上段（荷重検出部
１１０Ｂ）から下段（荷重検出部１１０Ａ）に降りる動作の際の床反力の変化を測定する
ことも可能である。段差を登るときと降りるときでは、筋力を発揮する部位が必ずしも同
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じではないため、段差昇降の両方の場合の床反力を用いることで、より広範な下肢筋力の
評価を可能とすることができる。
【０１００】
　［変形例２］
　図１２は、本実施の形態に従う下肢筋力評価装置のさらに他の例を説明するための全体
ブロック図である。図１２における下肢筋力評価装置１００Ｂは、図１０に示した下肢筋
力評価装置１００Ａにおける２つの荷重検出部において、左脚および右脚の荷重変化を個
別に測定することができる構成となっている点が異なっている。なお、図１２において、
図１，１０と重複する要素の説明は繰り返さない。
【０１０１】
　図１２を参照して、荷重検出装置１１０Ｃは床面に設置される。また、荷重検出装置１
１０Ｄは、床面に設けられた段差調整部１２０上に設置される。荷重検出装置１１０Ｃは
２つの荷重検出部１１１，１１２を含んで構成され、一方、荷重検出装置１１０Ｄは２つ
の荷重検出部１１３，１１４を含んで構成される。
【０１０２】
　たとえば、被験者が床面のレベルから段差上に登攀する場合には、荷重検出部１１１，
１１３は被験者の左脚の荷重変化を検出し、荷重検出部１１２，１１４は被験者の右脚の
荷重変化を検出する。検出された荷重情報ＬＯＡＤ１，ＬＯＡＤ２は、それぞれ制御部３
００へ出力される。
【０１０３】
　段差上への登攀動作を行なう場合、上記の変形例１で述べたような登攀動作中の各脚の
荷重変化に加えて、登攀動作前および登攀動作後においても、左右の各脚にかかる荷重の
バランスが変化し得る。たとえば、高齢者や骨折等の治療を行なった患者などのように下
肢筋力の低下が生じている場合には、十分な下肢筋力を有している場合に比べて、段差上
の脚での体重の支持、または段差下の脚での蹴り上げのような片脚で発揮できる筋力の大
きさが小さくなったり、筋力を維持できる時間が短くなったりする可能性がある。そのた
め、図１２のように床面レベルおよび段差上レベルの各々に複数の荷重検出部を備えて、
登攀動作前から登攀動作が終了するまでの右脚および左脚の荷重変化を個別に測定するこ
とによって、被験者の下肢筋力をより精度よく評価することが可能となる。
【０１０４】
　なお、図には示していないが、上述した各実施の形態において、たとえば直交する２軸
の荷重を検出することが可能な荷重検出部を採用して、荷重検出部上で片脚立ちした状態
における重心変動の大きさを測定し、その測定結果を考慮して下肢筋力の評価をさらに行
なうようにしてもよい。
【０１０５】
　また、水平２軸，鉛直１軸のような三次元的に荷重を検出可能な荷重検出部を採用する
ことも可能である。この場合にも、筋力パラメータを適宜選択し、選択された筋力パラメ
ータと上述したような評価項目との間の予め定められた相関関係を用いることによって、
段差昇降動作時の荷重変動から下肢筋力を評価することが可能である。
【０１０６】
　上記の実施の形態においては、段差上への登攀動作時に、床面から段差上へゆっくりと
体重移動を行なう場合を例として説明したが、登攀動作の手法はこれに限定されず、対象
とする被験者に応じて変更してもよい。たとえば、健常者やスポーツ選手の下肢筋力を評
価する場合のように登攀動作に対して被験者が十分な余力を有している場合や、特定の運
動形態（跳躍時、ダッシュ時など）における下肢筋力の評価を行なう場合には、ゆっくり
とした登攀動作ではなく、被験者の出力可能な筋力を用いて勢いよく登攀するようにして
もよい。このような状態で下肢筋力を評価する場合には、「ＴＵＧ」、「開眼片脚起立時
間」、「足腰指数」および「転倒率」などの運動器不安定症（ＭＡＤＳ）の評価項目に代
えてあるいは加えて、年齢別の平均下肢筋力との比較や、特定の運動形態（運動種目）に
おいて必要とされる下肢筋力との比較による潜在的運動能力の評価項目を使用するように
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してもよい。
【０１０７】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は上記した説明ではなくて特許請求の範囲によって示され
、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図され
る。
【符号の説明】
【０１０８】
　１００，１００Ａ，１００Ｂ　下肢筋力評価装置、１１０，１１０Ａ，１１０Ｂ，１１
１～１１４　荷重検出部、１１０Ｃ，１１０Ｄ　荷重検出装置、１２０　段差調整部、１
３０　表示部、１４０　操作部、１５０　スイッチ、１６０　制御装置、３００　制御部
、３１０　入力部、３２０　タイマー部、３３０　演算／判定部、３４０　記憶部、３５
０　表示制御部。

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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